
黒部市行政改革実行計画
＜アクションプラン＞

（平成２２年度～平成２６年度）

平成26年3月

黒部市行政改革推進本部



外郭団体の組織・経営の見直し

（２）財政基盤の強化

組織・機構の見直し 黒部市土地開発公社所有地の簿価総額の縮減

（５）公有財産の有効活用

財政構造の健全化（起債残高）

4

住宅使用料収納率の向上

財政健全化プランの作成

未利用地の活用

（１）開かれた行政の推進

（１）組織・機構の見直し

幼稚園の統合・幼保一体化

タウンミーティング（市民との対話集会）の開催

市民にわかりやすい情報提供と様々な広報媒体の活用

（４）安全・安心な市民生活の確保

危機管理体制の充実
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定員管理の適正化

時間外勤務の抑制
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（２）給与・手当の適正化

一般職員の給与の適正化
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学校規模の適正化及び通学区域の見直し

各部局への予算編成に関する一定権限の付与についての検討

（２）組織内分権の推進

（３）公共施設の設置と管理運営の見直し

公共施設の設置と管理運営の見直し

市役所　黒部庁舎・宇奈月庁舎の見直し

保健センター・健康福祉センターの見直し

４．定員管理と給与の適正化

７．職員の意識改革と時代に対応した行政サービスの提供
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宇奈月消防署の見直し
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20

市税収納率の向上

黒部消防署の見直し
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（１）計画的な財政運営

財政構造の健全化（実質公債費比率）

市民との協働による市政の推進

２．行政の公正の確保と透明性の向上

18

19
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３．スリムで効率的な行政体制の整備

1

６．健全な財政運営の確保

（１）定員管理の適正化 病院改革プランの遵守

補助金の適正化

公債費の削減

（３）公営企業の経営健全化
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窪野高齢者共同作業センターの見直し

給食センターの管理運営の見直し

水道事業の経営健全化

黒部市立図書館・宇奈月館の見直し

26

指定管理者制度の活用

保育所の民間移管

黒部市美術館の指定管理者制度の導入

（４）外郭団体の組織・経営の見直し
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１．市民と共に進める地域経営

（１）市民との協働の推進

目　次
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５．経営的視点に立った事業運営

（１）行政評価システムによる事務事業の整理合理化

行政評価システムの確立

（３）民間活力の積極的導入



 ・・・・・・ 新規

 ・・・・・・ 継続

 ・・・・・・ 継続(見直し)

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 実施 → → →

数値目標 8 9 10 11 12

達成値 9 11 12 13

進捗目標
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の策定

市民参画条
例の策定

達成度
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の策定

財政効果

基本項目

細　　目

１．市民と共に進める地域経営

(1)市民との協働の推進

市民との協働による市政の推進

【これまでの主な実績】
 H22　「協働のまちづくりガイドライン」策定
 H24　市民参画条例制定の見直し（H26以降）

　全庁　市長政策室 企画政策課

取
組
内
容

　市民と行政が協力・連携して担う「協働のまちづく
り」による市民と行政との新たな関係を創造するため、
ガイドラインを策定のうえ協働への仕組みづくりの方向
性を構築するともに、ガイドラインに基づき、「市民と
行政の役割分担の推進」をはじめ、「地域活動団体等に
よる自主管理事業の促進」、「ＮＰＯ、ボランティア団
体等の市民活動への支援」等に取り組む。
　さらに、本市がどういう方向で「市民参画と協働によ
るまちづくり」を進めるのか、市民にわかりやすく明確
にするために、市議会との調整を図りつつ市民と協働で
「市民参画条例の制定」に向け検討する。

*協働のまちづくり
　地方分権が進む中、よりよい地域社会を実現するた
め、社会貢献活動や公共的な地域活動に対して、市民と
市が対等なパートナーとして連携協力した立場で取り組
むもの。
　お互いの特性を活かした役割や経費の分担、責任の所
在を明確にした上で、自立したまちづくりを目指す。

No. 今期取組実績

1

取組事項

　市民との協働の新たな取り組みとして、
「市長と語る会」、「職員出前講座」を制度
化し、８月から実施する。行政からの発信で
はなく、市民や団体の意向に基づくテーマに
ついて互いの役割、立場で討論を行い、協働
のまちづくりに資する。

＜参考＞　講座メニュー：73講座

○市長と語る会　開催回数　２回
　　　　　　　　参加人数　４９人
○職員出前講座　開催回数　１６回
　　　　　　　　参加人数　５２７人

備　考 数値目標：ＮＰＯ法人の数

3



4

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

市民にわかりやすい情報提供と様々な広報媒体の活用 スケジュール 実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

２．行政の公正の確保と透明性の向上

(1)開かれた行政の推進

今期取組実績No. 基本項目

・facebookの本格運用
・緊急情報メールと消防指令台からの火災メ
　ールを連携
・Google、Yahooとの災害時協定を検討
・庁議において、行政として時代潮流に応じ
　た情報伝達体制確立の重要性を確認

取組事項

取
組
内
容

　全庁　市長政策室 企画政策課

2

細　　目

　広報くろべを中心に市政情報を一元的に収集・管理
し、一体的・効果的に発信する。
（市ホームページ、ケーブルテレビ行政番組、ラジオ
ミュー、新聞・テレビ等のより効果的な活用と適切な情
報発信）

【これまでの主な実績】
 H22　情報発信担当課・窓口を企画政策課へ一元化
 H23　HPリニューアル
 H24　市民向け防災メールの配信開始
 　　 黒部市facebookのテスト運用開始



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 500人 200人 200人

達成値 314人 (379人) (620人) 163人

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

細　　目

取組事項

取
組
内
容

２．行政の公正の確保と透明性の向上 今期取組実績

　タウンミーティング（市民との対話集会）への参加者
をより多く得るため、テーマや参集対象者、開催時期、
開催回数などについて検討する。

No. 基本項目

(1)開かれた行政の推進

タウンミーティング（市民との対話集会）の開催

3

　全庁　市長政策室 企画政策課

・市民討議会（黒部JC主催）の開催支援
　　８月18日開催
　　21人の市民が参加
　　テーマ
　　　現庁舎跡地の利用について
　　　自然エネルギーの利活用について
　　討議内容は提案書として市長へ提出

・Ｈ25タウンミーティング
　１１月２８日　19：00～20：35開催
　　国際文化センター　マルチホール
　テーマ
　～新幹線開業に向けて黒部市の魅力をさら
　　に高めるために～
　　①黒部名水ロードレースのフルマラソン
　　　化について
　　②新川育成牧場の活性化策について
　　③立山黒部ジオパークの認定を目指して
　参加者　163名

数値目標：ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ参加者数
・H24までは４回換算の延べ人数
・H25からは１回あたり人数

【これまでの主な実績】
＜タウンミーティング＞
 H21 テーマ：地域医療体制
　　　　　　 総合交通ネットワークの整備
　　　　　　 新庁舎建設
　　　　　　 ６回　584人（→　389人／４回）
 H22 テーマ：小中学校の再編
　　　　　　 自然エネルギーの利活用
　　　　　　 水博物館の整備
　 　　　　　４回　314人
 H23 テーマ：新庁舎建設タウンミーティング
　　　　　　 総合振興計画後期基本計画
 　　　　　　６回　568人（→　379人／４回）
 H24 テーマ：新幹線開業に向けたまちの賑わいづくり
　　　　　　 と公共交通の利用について
　　　　　　 １回　155人（→　620人／４回）
＜市民討議会＞
 H24　第１回目を開催

5



6

担当課

(下線は主管課)

H22
（H23）

H23
（H24）

H24
（H25）

H25
（H26）

H26
（H27）

スケジュール
検討
実施 → → → →

数値目標 △１ △１

達成値
△１

（28課）
１

（29課）
△4

（25課）
1

（26課）

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 → → 統合等

数値目標

達成値

進捗目標
委員会
設置

設計・
着工 竣工 統合

達成度
委員会設
置・提言

設計・
着工 　竣工 統合

財政効果

備　考

　幼稚園の児童数の減少が続いている現状にあることに
加え、施設の老朽化や幼稚園に対するニーズの変化など
を考慮し、どのような形での統合や幼稚園と保育所の一
体化が必要とされるのか検討する。

幼稚園の統合・幼保一体化

　全庁　総務企画部 総務課No. 基本項目 今期取組実績

【これまでの主な実績】
 H22．4月現在　　29課(班)
 H23．4月現在　　28課
 H24．4月現在　　29課
 H25．4月現在　　25課（消防本部（4課）を廃止）

・次年度以降の人員計画（退職・採用）やプ
　ロジェクト事業の推進に合わせた組織体制
　のあり方を検討

・黒部市新川育成牧場の設置に伴い、出先機
　関に「牧場」、職に「場長」及び「場長補
　佐」を新設（10/1施行）

　分庁舎方式による現行の組織・機構について、業務効
率、財政効果、市民サ－ビスの維持向上の観点から総合
的な検討を毎年継続し、その都度状況に応じ、行政組織
(部、課(班)、係等)の統合等によるスリム化を図る。

新庁舎執務に伴う
組織体制の見直し

課長等が配置されている課･班の削減数

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(1)組織・機構の見直し

組織・機構の見直し

4

細　　目

取
組
内
容

取組事項

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(1)組織・機構の見直し

　市民生活部 こども支援課No. 基本項目

取
組
内
容

今期取組実績

【これまでの主な実績】
 H22　幼稚園の統合・幼保一体化について提言
 H23　統合幼稚園の建築　3月に契約・着工
 H24　園名を「さくら幼稚園」に決定
 　　 工事完了（11月）

・平成25年4月6日(土)統合幼稚園開園
・旧三日市幼稚園舎の解体工事完了
　（6月～8月）

5

細　　目

取組事項



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
10校
(△１)

達成値

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

　黒部市学校教育基本計画に基づき、子どもにとって望
ましい教育環境の実現に向け、必要な施設の整備や教育
プログラムを保護者・学校・地域・行政が理解と協力の
もと一体となって取り組む。
　学校再編については、これまでの児童・生徒数の推移
を踏まえ、適正な施設規模及び配置になるよう、再編の
考え方を次のように例示しており、これをたたき台とし
て、関係者と協議を深めながら実現していく。
・東布施小と田家小の統合（H25頃）
・三日市小と前沢小の統合（H30頃）
・荻生小と若栗小の統合
・生地小と村椿小の統合
・中学校を３校以下に再編（H39頃）
※これらは、今後の協議によって修正・変更されること
を前提としている。

【これまでの主な実績】
 H24　「小中学校再編計画」策定
　　　・東布施小＋田家小　→H26
　　　・前沢小　＋三日市小→H28
　　　・宇奈月中＋桜井中　→H32
　　　・鷹施中　＋高志野中→H32

    　東布施・田家小統合準備委員会設立

(1)組織・機構の見直し

学校規模の適正化及び通学区域の見直し

No. ３．スリムで効率的な行政体制の整備基本項目 　教育委員会 学校教育課今期取組実績

目標数値：小学校数

　学校教育基本計画及び小中学校再編計画に
基づき、学校再編の取組み方針について説明
会を開催し、意見交換を行う。
　また、東布施・田家小学校統合準備委員会
及び専門部会を開催し、統合校の開設に向け
た協議を行う。

＜東布施小+田家小＞

4/16～9/30
各専門部会の開催
 ・総務部会（全4回開催）
 ・生活部会（全6回開催）
 ・組織部会（全12回開催）
 ・教務部会（随時開催）
　
4/23 第2回統合準備委員会　校名候補の選考
4/26 定例教育委員会にて校名を「たかせ」に決定
6/21 黒部市議会6月定例会にて学校設置条例を改正
　　 「たかせ小学校」設置決定
　
＜前沢小+三日市小＞
 6/ 5 三日市小学校PTA役員会にて懇談
 7/22 三日市地区統合説明会
 9/ 5 前沢小PTA・前沢保育所保護者会統合説明会
 9/ 9 前沢自治振興委員会にて懇談
10/17 前沢保育所保護者会統合説明会
H26
 2/27 前沢・三日市小学校統合準備委員会設立

＜中学校再編＞
H26
 2/13 学校再編地区別説明会（宇奈月中校下）
 2/14 学校再編地区別説明会（桜井中校下）
 2/17 学校再編地区別説明会（鷹施中校下）
 2/18 学校再編計画地区説明会（高志野中校下）
 3/26 職員出前講座「学校再編計画」

取組事項

取
組
内
容

6

細　　目
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8

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

　予算の総合振興計画重点事業枠及び部単位枠の配分に
ついて検討する。

【これまでの主な実績】
 H23
　総合振興計画の重点事業の予算枠調整のため、総合ヒ
アリングを実施してきたが、当市の実施状況を勘案し、
計画との連携効果を高めるため、総合振興計画後期基本
計画を念頭に新たな方法を検討していくこととする。
　予算の枠配分（H25実施）は、メリットが見えないた
め、実施を先送りし、計画との連携は新しい方式を検討
することとする。

H24
後期基本計画のハード事業費・財源を精査

取組事項

取
組
内
容

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(2)組織内分権の推進

各部局への予算編成に関する一定権限の付与についての検討

今期取組実績No. 基本項目 　全庁　総務企画部 財政課

7

細　　目
　平成26年度予算編成にあたり、予算編成の
基本的な考え方などをまとめる予算編成方針
の検討開始
　
　後期基本計画のハード事業費・財源を精査



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標 調査
検討・
まとめ 検討

料金改定
実施

達成度 調査
検討・
まとめ

財政効果

備　考

【これまでの主な実績】
 H23　現有施設の利用料の適正化に向けた調査
　　（施設の現状、類似施設の他市状況等）
 H24　公共施設使用料基本方針策定委員会設置
　　　「公共施設使用料基本方針」策定
　　　「公共施設使用料見直しガイドライン」決定

＜使用料の見直し＞
・新たに利用料金を設定する16施設の条例改
　正を6月議会に上程する。
　→H26.4月から施行

・既に利用料金を設定している施設の水準を
　検討し、うち5施設の見直しを行う。
　→8/11　庁内検討委員会で決定
　10/21料金改定・内容を全協説明
　12月議会　料金改定の条例議案の議決
　3月市HP　料金の支払い方法を掲載

＜消費税引上げに伴う施設料金改定＞
　10/25　予算編成方針に施設料金への適正
　　　　 転嫁する旨を明記
　11月影響調査の実施
　→14施設　2,382千円増収見込
　12月議会　料金改定の条例議案の議決
　広報2月号　消費税引上げに伴う施設料金
　　　　　　 改定周知

＜あり方検討＞
・「公共施設のあり方検討基本方針」決定
　5/31　　　 庁議にて方針（案）説明
　6/24～7/1　職員勉強会の実施
　　　　　　 参加者　課等の長　23人
　　　　　　　　　　 一般職　 156人
　7/3　　　　行革推進本部会議
・公共施設現況調査の実施（7/12～7/31）
・　　　〃　　ヒアリング（8/19～8/23）
・施設管理台帳の共通仕様を提示（8/30）
・行革市民懇話会委員の公募（9/1～9/20）
・行革市民懇話会
　第22回（10/23）
　第23回（12/11）
　第24回（1/27）
　第25回（2/12）
・「黒部市公共施設白書」作成（2/20）

取組事項

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

公共施設の設置と管理運営の見直し

今期取組実績

　「公共施設見直し指針」に基づき、施設ごとの方向性
を明確化したうえで、廃止、他用途への転用、民間への
委譲など改善方針を決定したものから具体的取組みに着
手する。

細　　目

取
組
内
容

No. 基本項目 　全庁　総務企画部 総務課・財政課

8

9



10

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 → → 実施 →

数値目標

達成値

進捗目標
基本構想
中間報告

基本構想
策定・
基本設計
着手

実施設計
着手

実施設計
完了・
建設着工

建設工事

達成度
基本構想
中間報告

基本構想
策定・
基本設計
着手

基本設計
完了・
実施設計
着手

財政効果

備　考

【これまでの主な実績】
 H22  基本構想中間報告の作成
 H23　新庁舎建設基本構想の答申
 　　 市役所の位置を定める条例改正
 　　 基本設計着手
 H24　基本設計完了
　　　実施設計着手

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

市役所　黒部庁舎・宇奈月庁舎の見直し

　分庁舎方式を見直し、新庁舎を建設する。
　新庁舎建設にあたっては、事務的、時間的そして経費
的に市民の負担軽減に繋がる効率的な行政事務ができる
庁内組織や庁舎機能の工夫に取り組む。
　この取組みを盛り込んだ新庁舎建設基本構想等の策定
と共にその実現に向けた行政組織見直しに努める。

No. 基本項目 今期取組実績 　総務企画部 総務課

竣工予定　H27秋

9

細　　目
H25.5月下旬　実施設計完了
　　8月下旬　本体工事入札
　　9月上旬　本体工事仮契約
　　9月下旬　建設工事議会議決

取組事項

取
組
内
容



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → →

数値目標

達成値

進捗目標 設計造成
造成・
建築着工

建設完了
周辺整備

　旧庁舎
　解体

達成度 設計造成 建築着工 建設完了

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 →

数値目標

達成値

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

今期取組実績３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

宇奈月消防署の見直し

　　黒部消防署については、用地取得、造成、建屋の基
本設計、実施設計及び整備を行う。

*建設予定地：富山県技術専門学院新川センター
　　　　　　（北側道路をはさみ向かい）
*竣工予定日：平成24年末を目処
*施設の規模：現在の消防本部及び黒部消防署における
　　　　　　 業務を行える規模

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

黒部消防署の見直し

基本項目

10

細　　目

No. 　消防本部今期取組実績３．スリムで効率的な行政体制の整備

No. 基本項目 　消防本部

取
組
内
容

旧庁舎解体（８月）

取組事項

【これまでの主な実績】
 H22　用地取得、地質調査(ボーリング）、
　　　基本設計、実施設計及び農道移設工事完了
 H23  ７月より着工
 H24　11月竣工式
　　　３月新川地域消防本部開庁式
　　　　（消防業務共同事務の開始）

　新川地域消防組合運営計画（仮称）にて、
宇奈月消防署の機能について、検討に向けた
準備を行う。
　市の計画に沿って宇奈月消防署の機能につ
いて、検討に向けた準備を行う。

11

細　　目

取組事項

取
組
内
容

　宇奈月消防署については、黒部市消防署整備構想策定
委員会を開催し、宇奈月消防署の機能を見直し整備す
る。
　市の計画に沿って、宇奈月消防署の機能について見直
し整備を図る。

11



12

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標
検討委員
会の設置

図書館協議
会で検討

図書館協議
会で検討

図書館協議
会で検討

達成度
検討委員
会の設置・
提言

図書館協議
会先進地見
学実施

図書館協議
会先進地見
学実施

図書館協議
会先進地見
学実施

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

ｽｹｼﾞｭｰﾙ①
ｽｹｼﾞｭｰﾙ② 検討 → ―

実施
―

数値目標

達成値

進捗目標①
進捗目標②

①移転・
ｾﾝﾀｰ解体

達成度①
達成度②

②新庁舎
併設に決定

①移転・
ｾﾝﾀｰ解体

財政効果

備　考

保健センター・健康福祉センターの見直し

今期取組実績

３．スリムで効率的な行政体制の整備 今期取組実績基本項目

【これまでの主な実績】
 H22　黒部市立図書館建設基本構想報告書を作成
 H24　黒部市図書館協議会視察（金沢海みらい図書館）

No. 　教育委員会 図書館

12

細　　目

No. 基本項目 　市民生活部 健康増進課

　呉東図書館協会で国立国会図書館関西館及
び奈良市立中央図書館を視察（6月20日）
　図書館協議会で上越市直江津図書館を視察
（11月11日）
　図書館協議会を開催し、黒部青年会議所と
意見交換を実施した。くろべまちづくり市民
討議会2013提言書（討議テーマ１：市役所跡
地の有効活用を考えてみよう）において、
「様々な交流のハブ地点となるような図書館
の設置」という提言がなされたことについ
て、説明を受け、意見交換を行った。（３月
18日）

取組事項

取
組
内
容

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

黒部市立図書館・宇奈月館の見直し

　黒部市立図書館の建設に向けた検討委員会を設置し、
新図書館についての検討と併せて宇奈月館のあり方につ
いて検討する。

　黒部市民病院改築計画（マスタープラン）に伴い、黒部市
保健センターについては、移転を求められている。
　当面の措置としてH24年度に①黒部市宇奈月健康福祉セン
ターに機能を移転する。
　今後、保健センターの整備については、広く地域住民の意
見を聞くとともに「②黒部市保健センター整備策定委員会」
を開催し検討していく。

【これまでの主な実績】
 H22　新庁舎建設基本構想中間報告で「保健センターは
　　　新庁舎へ併設を検討すべき機能」と位置付ける。
 H23
 ･新庁舎建設基本構想で「事務所は庁舎内に、検診機能
  は併設とする」ことに決定
 ･H25年8月中に健康福祉センターへ事務所等を移転する
　ことに決定

13

細　　目
8/9～10
　宇奈月健康福祉センターに事務所移転

12月
　旧保健センター解体

取組事項

取
組
内
容

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール
使用者の
検討

使用者の
選定 → → →

数値目標 12 12 12 12

達成値 12 13 12

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討
委託の
実施 → → →

数値目標

達成値

進捗目標
委託業者

選定
委託
開始

委託業者
選定

委託
開始

達成度
委託業者

選定
委託
開始

委託業者
選定

財政効果

備　考

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

給食センターの管理運営の見直し

今期取組実績

　設置目的に沿った有効利用がされておらず、利用者
ニーズも低いことから、地元などとも協議を行い、施設
のあり方について方向性を決定する。

【これまでの主な実績】
 ※H20.1月～H22.3月　休館
 H22年度
　・企業誘致は地理的に難しく、広く市民や団体が利用
　　できる施設として開放することとする。
  H23年度
　・猟友会、有害鳥獣捕獲隊の利用承認

３．スリムで効率的な行政体制の整備

(3)公共施設の設置と管理運営の見直し

取
組
内
容

細　　目
　黒部市黒部猟友会及び市有害鳥獣捕獲隊に
より継続的に活用されている。25年度上半期
は総会、打合せ、懇親会等で６回の利用があ
り、年間目標値12回に対して順調に推移。こ
の他、有害鳥獣パトロールの拠点として捕獲
個体の引渡しや、各資材の仮置き場所として
も日常的に機能している。

取組事項

今期取組実績

窪野高齢者共同作業センターの見直し

No. 基本項目 　産業経済部 農林整備課

数値目標：利用回数

No. 基本項目 　教育委員会 学校給食センター

14

15

細　　目
H25.4　 ㈱東洋食品と調理・洗浄業務委託
　　 　 契約（３年契約）３年目スタート
6月　 　県内共同調理場委託状況調査実施
7/25　　調理従事者衛生講習会開催
　　　　（委託従業員衛生指導）
10～3月 業者への指導・監督

＜H26以降の委託業者選定＞
8月　　 プロポーザル設計書作成
9月　 　委託業者選考委員会設置
　　　　調理委託業者選定プロポーザル実施
　　　　（H26以降の委託業者決定）
12/5　　委託業者決定

取組事項

取
組
内
容

　給食センターは、新築移転により、平成23年度から新しいセン
ターでの運用が始まり、業務開始と同時に調理・洗浄業務を民間
委託する。
　富山県内に11ヶ所ある共同調理場の内､既に７つの調理場が民
間委託を実施(H22.4現在)しており、人件費の削減が図られてい
る。（黒部市では約4千万円の削減見込）
　新センターでは、ドライ調理システムへ調理方法の変更が求めら
れており、当該調理に対応するため、優れた調理のノウハウを持っ
た専門業者に調理・洗浄業務を委託することにより、より衛生的で
安全安心な給食を提供することができる。
　平成22年度に委託業者を選定し、平成23年度から委託実施す
る｡３年ごとに委託業者の見直しをしていく。

【これまでの主な実績】
 H22 業者選考委員会による調理委託業者の決定
 H23　3/30新給食センター開所、4/1業務委託開始
 H25 業者選考委員会による調理委託業者の決定

13



14

担当課

(下線は主管課)

H22
（H23）

H23
（H24）

H24
（H25）

H25
（H26）

H26
（H27）

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
（△3人）

445
（△3人）

442
（△6人）

436
（△7人）

429
（△9人）

420

(消防を除く) (384) (381) (375) (368) (361)

達成値
（△4）
444

（△5）
439

（△69）
370

（3）
373

(消防を除く)
(383) (378)

（△8）
370

（3）
373

進捗目標
達成度

財政効果 　№１７（次項目）で計上

備　考

【これまでの主な実績】
 H23.4　444人
 H24.4　439人
（退職12人、採用8人、病院へ異動1人）
 H25.4　370人
（退職22人、採用12人、再任用2人、消防組合へ異動61人）
 H25.10　374人
（中途採用4人）
 H26.4　373人
（退職22人、専従休職1人、採用22人）

基本項目

16

細　　目
　定年前早期退職者の募集と次年度以降の人
員計画に基づく職員採用試験を実施する。
　平成25年度は職員が欠員状態であったた
め、平成26年度採用予定職員から前倒し採用
する。
（事務職2人、土木技術職1人、保健師１人）

平成25年10月1日現在職員数　374人

平成26年度職員数　　　　　 373人
・今年度退職者数：23人(専従休職含む)
・次年度採用者数：22人

課題：
　定員適正化計画に含まれていない人的対応
が複数要しており、特殊事情の解消と新庁舎
移転に向け計画期間の延長を要する。
　・専従休職
　・職員派遣（被災地支援、国・県での研
修）
　・新幹線整備、ジオパーク等認定・運営
　・事務移譲の推進
　・くろべ牧場まきばの風の運営
　・フルマラソン事業の推進

取組事項

取
組
内
容

定員管理の適正化

数値目標：年度当初の職員数（上段：削減数　下
段：累計）Ｈ２５年度から消防は新川地域消防組合
職員へ移行

４．定員管理と給与の適正化No. 　全庁　総務企画部 総務課

(1)定員管理の適正化

今期取組実績

　新たな「定員適正化計画」（計画年次：平成22年度か
ら平成27年度）に基づき、定員管理の適正化に努める。

(計画策定時の職員数削減目標)
H22.4： 448人⇒H27.4： 420人以下へ
（＊派遣者等の統計上、H22.4の職員数は446人となる）



担当課

(下線は主管課)

H22
（H23）

H23
（H24）

H24
（H25）

H25
（H26）

H26
（H27）

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
（△24）
△24

（△21）
△45

（△57）
△102

（△47）
△149

（△71）
△220

達成値
（△15）
△15

（△38）
△53

（△44）
△97

（△8）
△105

進捗目標

達成度

財政効果 15,246 52,926 97,164 104,537

備　考

今期取組実績

17

NO.16に対する財政効果
　前年度給与費決算額に対する削減額を次に
　より測定することで比較

※削減額測定
（前年度人数－当該年度人数）
　×前年度１人あたり人件費

H25⇒H26　人員１人減
　財政効果額：△7,373千円

取組事項

取
組
内
容

数値目標：H22年度に対する削減額
（単位：百万円）
（上段：単年度　　下段：累計）

(2)給与・手当の適正化

一般職員の給与の適正化

　国・県に準じた給与支給体系を維持しつつ、時間外手
当、特殊勤務手当などの改善見直しを図るとともに、
「定員適正化計画」に基づく人員削減計画により給与費
総額の削減に努める。

【これまでの主な実績】
 １人あたり人件費
（H21： 7,852千円）
　H22： 7,623千円
　H23： 7,536千円
　H24： 7,700千円
　H25： 7,373千円
（H21⇒H22人員減：△７人　財政効果： 54,964千円）
　H22⇒H23人員減：△２人　財政効果： 15,246千円
　H23⇒H24人員減：△５人　財政効果： 52,926千円
（H24⇒H25人員減：△８人　）
　H25前倒採用：　　 ４人　財政効果： 97,164千円

No. 基本項目 ４．定員管理と給与の適正化 　全庁　総務企画部 総務課

細　　目

15



16

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
（△0.3）
△0.3

（△0.5）
△0.8

（△0.6）
△1.4

（△0.6）
△2.0

（△1.0）
△3.0

達成値
（8.0）
8.0

（9.0）
17.0

（16.4）
33.4

（23.4）
56.8

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

時間外勤務の抑制

　事務・事業の改善、業務配分の平準・適正化等により
時間外命令の削減に取り組み、時間外勤務の抑制に努め
る。

【これまでの主な実績】
 H21　時間外勤務手当合計(消防を除く）　65百万円
 H22　時間外勤務手当合計(消防を除く）  73百万円
（要因：9月の集中豪雨災害対応,3月の東日本大震災
　支援対応）
 H23　時間外勤務手当合計(消防を除く）  74百万円
 H24　時間外勤務手当合計(消防を除く）81.4百万円

18

・年度当初に「時間外勤務の適切な管理」に
　ついて所属長あてに文書を発出し、時間外
　勤務の縮減と適正管理に向けて次の取組を
　推進する。
　①時間外勤務代休時間（60H超）の取得促進
　②コスト意識を持った勤務時間管理の徹底
　③スケジュール管理、情報の共有化による
　　効率的な業務の遂行
　④休日勤務に対する振替制度の積極的活用

・勤務時間の短縮に伴い導入したシフト勤務
　利用の促進に努める。

・基準を超える時間外勤務の申請制度の周知

・決算審査において、所属職員の人件費の支
  払状況を報告するなどし、人件費に対する
　コスト意識の浸透を図る。

※H25上半期　時間外勤務の増
　21,044Ｈ（対前年同期比109.6％）
※H25実績
　41,789Ｈ（対前年同期比102.5％）
　時間外勤務手当合計
　（7月～特例減額4.3％）88.4百万円

要因：プロジェクト事業の推進
　　：くろべ牧場まきばの風
　　：学校の改築、耐震化事務
　　：職員の欠員（2人）
　　：フルマラソンの推進
　　：ジオパーク認定への取組
　　：空き家対策

取組事項

No. 基本項目 今期取組実績４．定員管理と給与の適正化

(2)給与・手当の適正化

　全庁　総務企画部 総務課

取
組
内
容

数値目標：H21に対する普通会計(消防除く)
削減額（単位：百万円）
（上段：単年度、下段：累計）

細　　目



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

ｽｹｼﾞｭｰﾙ①
ｽｹｼﾞｭｰﾙ②

検討・実施 検討 → → →

数値目標①
数値目標②

40％
－ － － －

達成値
53.9%

－
－ － － －

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 35

達成値 29 29 31 32

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

今期取組実績５．経営的視点に立った事業運営

今期取組実績

(1)行政評価システムによる事務事業の整理合理化

取
組
内
容

取
組
内
容

　公の施設に対する市民ニーズに応えるため、制度導入
による効果が見込まれる施設について、管理運営に民間
事業者等の持つ技術やノウハウを活かす。

*指定管理者制度
　公の施設について、民間事業者等に施設の管理や運営
に関する権限を委任し、管理等を任せるもの。
　民間手法を活用した効率的かつ効果的な管理運営主体
の選定を目指す。

数値目標：公募による指定管理施設数

(3)民間活力の積極的導入

指定管理者制度の活用

No. 基本項目 　全庁　市長政策室 企画政策課

進捗目標①　事務事業評価数／全事務事業数
進捗目標②　施策評価数／全施策数

　効率かつ透明性の高い行政運営を推進するため、①全
事務事業評価並びに②全施策評価を実施（公開）すると
ともに、総合振興計画や予算編成、定員管理等との連携
を図り、実効性のある行政評価システムの確立を目指
す。

【これまでの主な実績】
 H23
 評価プロセスに時間と労力がかかる割に施策への反映が見え
て来にくいことから、施策評価を見送る。
　一方、今まで実施してきた評価を分析したところ、現在の
評価方法は事務負担が大きいが、職員にＰＤＣＡを用いた目
標管理型評価に対する考えが身に付いたという一定の成果が
あった。
 　今後は、日頃の業務に対するＰＤＣＡ概念の定着化を図
り、新たな行政評価システムの手法、位置付けを検討してい
くこととする。

行政評価システムの確立

５．経営的視点に立った事業運営

No. 基本項目 　全庁　市長政策室 企画政策課

19

細　　目
≪現行の考え方の整理≫
　シート作成による評価システムは有効性に
　乏しく見送る。かけるため、見送り。

(代替として)
　①総合振興計画における指標(数値目標)
　　の設定と進捗管理
　　⇒総合振興計画前期実施計画の総括にお
　　　いて評価システムを導入し検証を実施
　②業績評価による評価システムの定着化

取組事項

20

細　　目
・所管施設について、管理手法や管理期間等
　の意向調査を実施する。
　　新規指定管理移行施設→美術館

・H26.4指定管理に向けた事務等
　　募集要項、指定管理料基準額の試算等
　　所管課会議…８月29日、10月１日
　　選定委員会…９月25日、11月７日・19日
　指定管理者更新施設・・・１４施設
　新規指定管理導入施設・・・１施設

取組事項

17
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担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 → → → 実施

数値目標 1

達成値

進捗目標
委員会
設置

移行期間 民営化

達成度
委員会
設置

移行期間

財政効果

備　考 数値目標：民間移管保育所数

　市民生活部 こども支援課今期取組実績５．経営的視点に立った事業運営No. 基本項目

(3)民間活力の積極的導入

保育所の民間移管

　子育てと仕事の両立を支援し、保育の質を落とすこと
なく、むしろ多様化する保育ニーズに柔軟に対応できる
体制づくりを整えるために、また、公立保育所が抱える
運営面での問題や財政的な見地から、公立保育所の一部
民営化はどうあるべきか、また、公立保育所と民間保育
所のどのような割合の運営が適切なものか検討する。

【これまでの主な実績】
 H22　黒部市保育・教育あり方検討委員会設置
　　　黒部市保育・教育あり方検討委員会開催
　　　（１～５回）
 H23　黒部市保育・教育あり方検討委員会開催
　　　（６～９回）
 H24　浦山保育所引受法人決定

21

細　　目
・引受法人から保育士4名を受入れて保育を
　実施（4月から）

・民営化に向け、毎月定例打合会を実施
　①保育計画
　②施設、備品の引継、改修
　③職員採用計画について
　④運営費、補助金、諸経費について
　⑤法人採用保育士4名の派遣研修
・
・児童福祉施設の財産処分及び廃止手続き
・移管条件確認書の取り交わし

取組事項

取
組
内
容



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 検討 検討 → 準備 導入

数値目標 設定なし 7,000人 7,500人 8,000人 8,500人

達成値 － 7,177人 10,522人 6,212人

進捗目標
セレネとの
連携

指定管理
者制度の
導入検討

指定管理・
企画展の
導入検討

導入に向
けた準備

指定管理
者制度導
入

達成度
セレネとの
定期的意
見交換

審議会で
検討

小規模美
術館への
アンケート

財政効果

備　考

　既に指定管理者制度を導入した宇奈月国際会館セレネ美
術館との企画連携を密にし、施設の魅力度を高め、施設管
理効率を高めるため、黒部市美術館への指定管理者制度
導入を目指す。
【これまでの主な実績】
 H22　導入の可能性調査
 H23　導入の検討
 H24　導入を決定

美術館運営審議会委員の意見を取り入れ、館の特徴を出
して認知度を高め、来館者数を増やすことにより、指定
管理ができる環境を整備する。
 H22　利用者数　12,605人
　 　（内美術館入館者8,297人＋普及利用者4,308人）
 H23　利用者数　　7,177人
　　 （内美術館入館者5,006人＋普及利用者2,171人）
 H24　利用者数　 10,522人
　　 （内美術館入館者8,073人＋普及利用者2,449人）
 H25　利用者数6,212人
     （内美術館入館者3,971人＋普及利用者2,241人）

H25.9　　美術館条例一部改正
H25.9　　美術館条例規則一部改正
　　　   指定管理者募集要項作成
H25.10 　指定管理者募集
H25.12　 選定結果通知
H26.2　　基本協定締結
H26.3　　引継ぎ

取組事項

取
組
内
容

黒部市美術館の指定管理者制度の導入

今期取組実績５．経営的視点に立った事業運営

22

細　　目

No. 基本項目 　教育委員会 生涯学習スポーツ課

(3)民間活力の積極的導入

数値目標：来館者数

19



20

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール
検討
実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標 外郭団体見直し指針に基づき実施

達成度

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 →

数値目標
（△150）
△150

（△100）
△250

達成値
（△152）
△152

（△1,561）
△1,713

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

今期取組実績５．経営的視点に立った事業運営

(4)外郭団体の組織・経営の見直し

黒部市土地開発公社所有地の簿価総額の縮減

　「外郭団体見直し指針」に基づき、外郭団体ごとの見
直しの方向性を明確化したうえで、統合や抜本的な見直
しの検討を行うとともに、経営改善計画を策定し、団体
における自立した経営を目指す。

細　　目

取組事項

　H24年3月をもって解散、清算結了となった
ため土地開発公社としての事業実績はなし。
　今後は公社解散に伴い市が取得した土地に
ついて、利用及び売却を進める。

取
組
内
容

今期取組実績５．経営的視点に立った事業運営

No. 基本項目 　総務企画部 財政課

　設置趣旨や職員処遇の課題から、短期的、
抜本的に見直すことは困難だが、自主的、自
立的な経営体制の確立に向け、具体的に協
議、調整を行っていくこととする。

＜内容＞
　１．組織の簡素化
　２．人件費の適正化

No. 基本項目 　全庁　総務企画部 総務課

23

細　　目

取組事項

取
組
内
容

24

　事業用代替地として不用となった土地について、市の
買戻しのみならず直接売却等も推進し、簿価総額を縮減
する。

【これまでの主な実績】
 H22　年間達成度　151,820千円　101.2％
 H23
・11/7、9、11　解散公告(官報）
・2/27　残余財産引渡し(普通預金 7,351,429円)
・3/7　 清算結了登記
・3/14　清算結了届

(4)外郭団体の組織・経営の見直し

外郭団体の組織・経営の見直し

数値目標：公社所有地処分額(単位:百万円)
　　　　 　　（上段：単年度、下段：累計）



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
（20）
20

（20）
40

（20）
60

（20）
80

（20）
100

達成値
（34）
34

（107）
141

（13）
154

（124）
278

進捗目標

達成度

財政効果 33,593 140,513 153,513 277,036

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22
（Ｈ21）

H23
（Ｈ22）

H24
（Ｈ23）

H25
（Ｈ24）

H26
（Ｈ25）

スケジュール 実施 → → → →

数値目標
18%
未満

達成値 22.8 21.2 19.5 17.7

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

H24実質公債費比率の算定：17.7％

取組事項

５．経営的視点に立った事業運営

(5)公有財産の有効活用

未利用地の活用

今期取組実績No. 基本項目 　総務企画部 財政課

今期取組実績６．健全な財政運営の確保

　未利用となっている市有地等の財産について、売却処
分、貸出を進め、財源確保に努める。（開発事業者への
売却など、コスト縮減方法を検討）

【これまでの主な実績】
 売却実績
 H22　 33,593千円（1360.20㎡)
 H23　106,920千円（5784.91㎡)
 H24　 13,000千円（1211.00㎡）
 H25　123,523千円（3362.52㎡）

数値目標：未利用地売却額（単位：百万円）
　　　　　   （上段：単年度、下段：累計）

No. 基本項目 　総務企画部 財政課

25

細　　目
・上半期において、市有地1件の条件付き一般
　競争入札を実施する。(応札なく中止)

・下半期での旧黒部消防署跡地売却に向け、
　準備を行う。
　
　3/4
　旧黒部消防署跡地を売却
　　（3086.13㎡　117,600千円）

取組事項

取
組
内
容

（毎年：9月公表数値）

26

細　　目

取
組
内
容

　計画期間における実質公債費比率の目標値を設定し、
健全化に努める。
＜目標＞
　実質公債費比率を20％未満とする（平成26年度末）。
　H19／22.0％　H20／22.9％　H21／22.8％
　H22／21.2％　H23／19.5％　H24／17.7％

*実質公債費比率
　当該年度の標準的な一般財源規模に対する償還公債費
　の比率。
　早期健全化基準値は25.0%であり、これを超えると、
　『財政健全化計画』を策定し、計画的に財政健全化を
　目指すこととなる。

(1)計画的な財政運営

財政構造の健全化（実質公債費比率）

21



22

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 154億円

達成値 157億円 149億円 157億円 161億円

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標 財政健全化計画に基づき実施

達成度

財政効果

備　考

財政健全化プランの作成

(1)計画的な財政運営

財政構造の健全化（起債残高）

　計画期間における社会資本整備に係る起債残高の目標
値を設定し、健全化に努める。
＜目標＞
　社会資本整備分の起債残高を概ね154億円とする。
（平成26年度末）

今期取組実績６．健全な財政運営の確保

(2)財政基盤の強化

今期取組実績６．健全な財政運営の確保No. 基本項目 　総務企画部 財政課

No. 基本項目  全庁 総務企画部 財政課

27

細　　目
H25年度末見込み（当初予算）　177161億円

取組事項

取
組
内
容

【これまでの主な実績】
 H19年度末/167億円
 H20年度末/165億円
 H21年度末/162億円
 H22年度末/157億円
 H23年度末/149億円
 H24年度末/162157億円
 H25年度末/161億円

28

細　　目
H22.4　財政健全化プランを策定
　　　　(プランに掲げた取組みは、全て行革
　　　　 アクションプランと連動)

取組事項

取
組
内
容

　行革大綱に基づく取組みが財政面で果たす効果を見通
すとともに、健全財政を確保していくための目安となる
財政指標を設定し、計画的な財政運営を行うための「財
政健全化プラン」を作成する。



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 99.01% 99.02% 99.10% 99.10% 99.10%

達成値 99.22% 99.18% 99.16% 99.20%

進捗目標

達成度

財政効果 16,296 12,288 4,668 7,550

備　考

今期取組実績６．健全な財政運営の確保No. 基本項目 　総務企画部 税務課

29

細　　目

取組事項

取
組
内
容

　口座振替納税の推進、滞納処分の強化等により収納率
向上と滞納額圧縮を図る。

【これまでの主な実績】
 H21　収納率：99.00%
（調定額　7,920百万円  収納額　7,841百万円）
 H22　収納率：99.22%
（調定額　7,768百万円　収納額　7,707百万円）
 H23　収納率：99.18%
（調定額　7,684百万円　収納額　7,621百万円）
 H24　収納率：99.16%
（調定額　7,786百万円　収納額　7,721百万円）

(2)財政基盤の強化

数値目標：収納率（H25は0.01ポイントの収納率向
上で約755千円の財政効果）

【口座振替納税の推進】
・納税通知書及びチラシによる勧奨
・家屋評価時における勧奨（4月～3月 261
件）
・ＣＡＴＶテロップ放送による勧奨（４月）
・広報による勧奨（4月～3月）
・窓口での勧奨（納税相談時等）
【滞納処分の強化】
・訪問による催告（5月・7月・9月・11月）
・文書による催告
　督促状（4月～3月）
　催告書（5月・7月・9月・11月・3月）
　特別催告書（随時　416件）
　差押予告通知書（随時　425件）
※差押件数（Ｈ26.3月末）　203件
※財産調査件数（Ｈ26.3月末）　1,831件
　内訳：実態調査203件　預貯金調査1,128件
　　　　給与調査248件　生命保険調査72件
　　　　年金調査131件　戸籍等調査49件

平成25年度実績　収納率99.20％
7,495百万円/7,555百万円

市税収納率の向上

23



24

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 98.0% 98.2% 98.4% 98.6% 98.8%

達成値 98.2% 98.2% 96.7% 97.0%

進捗目標

達成度

財政効果 158 0 ▲ 1,292 ▲ 1,184

備　考

今期取組実績６．健全な財政運営の確保No. 基本項目 　都市建設部 都市計画課

取
組
内
容

【これまでの主な実績】
 H21　収納率：97.83%
 76,691,400円／78,392,500円  約340戸
 H22　収納率：98.18％
 78,120,400円／79,568,900円　約340戸
 H23　収納率：98.19％
 72,729,300円／74,072,100円　約280戸
 H24　収納率：96.71％
 73,955,000円／76,473,900円　約280戸 数値目標：収納率（H25は0.1ポイントの収納率

向上で約74千円の財政効果）

30

細　　目 (2)財政基盤の強化

住宅使用料収納率の向上

　口座振替納税の推進、入居者の生活実態に合わせた徴
収強化等により収納率向上と滞納額圧縮を図る。

・口座振替不能者に対し不能通知の送付  (毎
月)
・滞納者あて督促状送付(納期の翌月)
・滞納者あて催告書送付(２か月に一度)
・保証人あて納付促進依頼送付
(２か月に一度)
・随時納付(集金)対応

 平成25年実績　収納率97.04％
 72,061,070円／74,253,800円　約280戸

取組事項



担当課

(下線は主管課)

H22
（H23）

H23
（H24）

H24
（H25）

H25
（H26）

H26
（H27）

スケジュール 検討 実施 → → →

数値目標
（△48）
△48

（0）
△48

（0）
△48

（△48）
△96

（△0）
△96

達成値
（△48）
△48

（0）
△48

（0）
△48

（△14）
△62

進捗目標

達成度

財政効果 48,180 48,180 48,180 62,123

備　考

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標

達成度

財政効果 7,681 22,717 35,569 634

備　考

(2)財政基盤の強化

公債費の削減

今期取組実績６．健全な財政運営の確保

(2)財政基盤の強化

補助金の適正化

今期取組実績６．健全な財政運営の確保

No. 基本項目 　総務企画部 財政課

No. 基本項目 　総務企画部 財政課

31

細　　目
8月：補助金見直しの進め方の検討
9月：補助金調書を各課に作成依頼
　　 調書の取りまとめ、データ集計
　　 10月に開催の検討委員会に向け、
　　 見直し(案)の作成
10/10　補助金検討委員会開催
　　　　削減目標額　48,563千円
　　　　1件削減(案)の承認
10/25　予算編成方針に各補助金額を提示
3月：予算計上額における補助金の削減実績額
　　を集計→13,943千円の削減となる。

見直し対象の既存事業削減額　△33,078千円
政策的な新規及び増額事業分　　19,135千円

取組事項

取
組
内
容

　補助金交付先における事業実施自立プログラムの策定
を実施するとともに、所管課におけるヒアリング・査定
機能を強化する。

数値目標：補助金削減額（単位：百万円）
　　　　　　 （上段：単年度　　下段：累計）

32

細　　目
前期なし
特定資金公共投資事業繰上償還額:14,782千円
　利子効果：634千円

取組事項

取
組
内
容

　計画的な繰上償還、低利債への借換等により公債費の
削減に努める。

25



26

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施 → → → →

数値目標 61.8% 63.0% 64.2% 65.3% 66.5%

達成値 61.4% 62.7% 65.0% 66.5%

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

今期取組実績６．健全な財政運営の確保

(3)公営企業の経営健全化

水道事業の経営健全化

No. 基本項目 　上下水道部 工務課

数値目標：普及率

取
組
内
容

　計画給水区域の整備促進を図るとともに、民営簡易水
道組合や水道未加入者（個人）の加入促進を図り、普及
率の向上に努める。

【これまでの主な実績】
 H21年度末の上水道の普及率は、60.2％
 H22年度末の上水道の普及率は、61.4％
 H23年度末の上水道の普及率は、62.7％
 H24年度末の上水道の普及率は、65.0％
 H25年度末の上水道の普及率は、66.5％
※水道普及率
　給水人口/行政給水区域内人口（旧黒部市）
　（旧宇奈月町普及率99.6%（簡易水道））

33

細　　目
水道普及促進事業の実施
・事業費　約91,700千円
・延　長　約 1,320ｍ

概　要
・Ｈ25年8月に大町簡水区域を上水区域に
　移行(125戸)
・中坪第6水源工事完成
・布施山簡易水道組合を市管理簡易水道へ移
行

＜参考＞
黒部市簡易水道組合連合会組合数
　23組合、30水源、1,873戸

取組事項



担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール 実施
実施
検討 実施 → →

数値目標 97.4% 100.9% 101.1% 101.1% 101.1%

達成値 100.9% 102.3% 100.1% 99.30%

進捗目標

達成度

財政効果

備　考

(3)公営企業の経営健全化

今期取組実績６．健全な財政運営の確保No. 基本項目 　市民病院

　引き続き、指導料等の積極算定による収入
の確保、価格交渉等による支出の削減に努め
たものの、患者数の減により上半期実績の前
年対比で約90,000千円のマイナスとなってい
る。
　10月から整形外科の医師が増員になったこ
と、リニアックが稼動したことによる収入増
に期待するとともに、より一層の経営努力を
行い収支の改善を目指していきたい。

指導料等の積極算定による収入の確保、価格
交渉等による支出の削減に努めたが、平成25
年度は7月より呼吸器外科常勤医がいなくなっ
たことや上半期患者数の伸び悩み等の理由で
入院収益が約10,065千円の収入減となった。
また、電子カルテの減価償却が始まったこと
により同費用が122,693千円増加した。
特別損失を除く経常収支では、73,058千円の
赤字となった。

取組事項

取
組
内
容

　平成20年度より策定・管理を行なっている公立病院改
革プランに基づき、健全経営を維持していく取り組みを
継続していく。
　また、その評価・分析については、ホームページなど
にも公表していくこととする。
　健全経営の指標としては、経常収支比率を用いること
とし、100％以上を目標としていく。

【これまでの主な実績】
 経常収支比率実績
 H22．3月末 　99.4%
 H23．3月末　100.9%
 H24．3月末　102.3%
 H25．3月末　100.1%
 H26. 3月末　 99.3%

※経常収支比率
　経常収益(医業収益＋医業外収益)／
　経常費用(医業費用＋医業外費用)

病院改革プランの遵守

数値目標：経常収支比率

34

細　　目
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28

担当課

(下線は主管課)

H22 H23 H24 H25 H26

スケジュール
検討
実施 → → → →

数値目標

達成値

進捗目標

危機管理
指針策定

Jｱﾗｰﾄ
連携体制
構築

危機管理
想定マ
ニュアル
の整備

自主防災
組織の連
合組織化
及び各自
主防災会
による訓
練の実施

危機管理
想定マ
ニュアル
の整備

達成度

危機管理
指針策定

Jｱﾗｰﾄ
整備

未実施

自主防災
組織の連
合組織化
及び各自
主防災会
による訓
練の実施

財政効果

備　考

基本項目 今期取組実績７．職員の意識改革と時代に対応した行政サービスの提供 　総務企画部 総務課No.

35

細　　目
・防災ラジオの配布
　（黒部地区：田家、大布施、三日市、前沢
　　荻生、東布施　約4,100台配布完了）
  （宇奈月地区：宇奈月温泉、内山、音沢、
　　愛本、下立、浦山　約1,000台配布完了）
・平成25年度黒部川水防演習への参加
　（六天地区住民避難訓練を併せて実施し、
　　100名が参加）
・黒部市総合防災訓練
　（若栗地区、総勢650名参加）
・自主防災組織の地震・津波等への避難訓練
　の実施
　（５地区の自主防災連合組織により、各々
　　実施。その他、町内会単位の自主防災組
　　織においても実施）
・津波避難ビルの表示看板
(海抜、海岸からの距離含む)の設置　13箇所

取組事項

取
組
内
容

(4)安全・安心な市民生活の確保

危機管理体制の充実

・（仮称）危機管理室の庁内組織の設置検討
　　危機管理室の設置等、危機管理体制の明確化に努め
る。
・防災訓練の実施
　　災害対策本部の設置、指揮命令系統や情報伝達系統
の機能確保のため定期的な実施と、参加した市民や各種
団体が緊急時に適切な対応ができるよう工夫した防災訓
練を行う。
・災害等緊急情報の充実と迅速化
　　災害発生時の被害等を最小限に食い止めるため、防
災行政無線やＣＡＴＶ、コミュニティＦＭ、防災メール
等の手段の充実と緊急情報の迅速な提供に努める。

【これまでの主な実績】
 H22
 ・防災危機管理班を編成
 ・各部に災害危機管理担当を配置
 ・市内16地区に情報連絡地区担当職員を配置
 ・黒部市危機管理指針を策定
 ・Jアラートの整備
 H23
 ・警報発令時の職員登庁体制の確立
 ・避難所77カ所の調査
 ・防災行政無線の到達度調査
 ・避難所及び海岸部電柱への海抜・海岸距離表示
 H24
 ・緊急情報メールの市民配信開始
 ・市総合防災訓練（石田地区）
 ・津波ハザードマップの作成
 ・地域防災計画の見直し
 ・海岸部の避難経路看板の設置
 ・防災ラジオの配布（海岸部・若栗）
 ・危機管理想定マニュアルは次年度以降に検討
　 していくこととする。


